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　平成19年度より、㈶いわて産業振興センターはグループの再編を行い、新たなスタートを切ります。
　事業推進に当たっては、県が昨年１１月に策定した「産業成長戦略」との整合性に留意するとともに、
岩手県工業技術センター、岩手大学、岩手県立大学及び地域支援機関との一層の連携を図ってまいります。
また、県北地域の産業振興を図るため、グループ内に県北・沿岸支援スタッフを置くなどにより重点的な
支援を行い成功事例の創出を目指してまいります。
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　平成19年度新設のグ
ループです。各種相談の
総合的な窓口機能を担う
ほか、中小企業戦略的総
合支援事業などセンター
で実施する各種支援事
業を総合的にとりまとめ
ます。

　総務部門機能を担当
するほか、センターの基
幹事業のひとつである「設
備貸与事業」等を主管し、
県内中小企業の設備導
入をサポートします。

　おもに県内ものづくり
企業（製造業）に対し、
受注安定化を図る取引
支援事業や人材育成事
業で支援を行います。

　専門家派遣事業など、
県内中小企業の事業拡
大をサポートします。起
業家の育成事業や、技術
振興、産学官連携、研究
開発支援も担当します。

県北・沿岸
支援チーム

　岩手県の県北および沿岸地区の産業を重点的に支
援するチームを育成支援グループに設置します。おも
に食産業など、地域の強みを生かした支援を図ります。

いわての企業を
手堅く支援
平成19年度センター組織紹介
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　平成19年度新設のグループです。各種相
談の総合的な窓口機能を担うほか、センター
で実施する各種支援事業を総合的にとりまと
めます。また情報誌の発行、ホームページの
運営、広報なども担当します。
　　　TEL.019-631-3826

総務・金融
グループ

貸 与 期 間 据置期間1年以内の半年賦又は月賦払、
7年以内（条件によって10年以内）

利 率 割賦年2.3％、リース（7年）1.382％

貸 与 金 額 1企業100～6,000万円（条件によって2億円まで）

保 証 金 貸与額の10％

保 証 人 1人以上、法人は2人以上

　総務部門機能を担当するほか、センター
の基幹事業のひとつである「設備貸与事業」
や「設備資金貸付事業」を主管し、県内中
小企業の設備導入をサポートします。
　　TEL.019-631-3820（代表）　 
　　TEL.019-631-3821（金融）

 ホームページからの情報発信

　「産業情報いわて」及びセンターの事業案内等を

ホームページから発信します。

 設備貸与事業

　中小企業者が必要とする設備を、当センターが企

業に代わって購入し、長期、固定・低利で割賦又はリー

スの形態により貸与します。

総合支援
グループ

 

 総合相談窓口

　職員及びコーディネーターによる総合相談窓口を設

置し、経営改善、販売促進、商品開発、事業化、創

業と広範な相談に対応し、中小企業等の問題解決を

支援します。相談

案件によっては、

外部支援スタッ

フにて相談対応

します。

 中小企業戦略的総合支援事業

　全国を視野に事業拡大を図ろうとする企業や、地域

の産業を牽引する成長意欲を持つ企業を育成するた

め、公募により7社程度を選定し、センターが総合的・

組織的に支援します。

 情報誌の発行
　センターや国・県の施策情報、先進的事例等を掲載

した広報誌「産業情報いわて」を毎月1回発行します。

おまかせ
ください。



 設備資金貸付事業

　小規模企業者等が設備を導入する場合、所要資金

の1/2以内を長期、無利子で貸します。

 取引支援事業  

　「新規発注動向調査（年２回）」「外注ニーズ調査」

及び県内外の発注開拓を実施します。また、アドバイザー

2人を置き、新規発注案件情報を収集するほか、受注

企業からの受注相談等に応じます。受注企業に対して

は企業巡回を実施し、個 の々企業の特色・稼動状況を

把握して発注案件に迅速に対応します。

　「受発注情報」及び「取引条件調査」の結果等を

提供します。苦情紛争処理については、常時、窓口で

相談を受けます。

　商談会を東京及び県内で各1回開催します。東京

での商談会については、北東北3県の支援機関が

合同で開催します。　

 自動車関連産業創出推進事業 

　工程改善の定着化を推進するため、コーディネー

ター3人体制で工程改善研修会を実施します。平成

19年度は、新たに1グループを加えて工程改善研

修会を実施します。

　自動車関連産業の取引あっせんを各関係機関と連

携して行います。「東北６県新技術・新工法展示商談会」

においては個別商談に関する事業を分担して実施し

ます。

　また県内企業が持っている自動車関連産業に有効

な技術、設備等を調査し、新規取引の促進に努めます。

 ソフトウェア開発業務取引支援事業 

　県内IT関連企業の取引拡大を図るため、首都圏

の発注案件開拓などを行うコーディネーターを配置し、

取引あっせんを強化します。

　また、本県 IT産業の競争力を強化するため昨年

度から実施している「組込み技術研究会」を定期的

に継続開催します。

 いわてものづくりアカデミー開催事業 

　本県ものづくり産業の国際競争力の強化と一層の

集積促進を目指し、品質、納期、コスト全般にわたる

カイゼン能力の高い意欲的な産業人材を育成するた

め、各階層の課題に応じた11コースを体系的に開講

します。

　今年度は、県北地域の企業からの要望にこたえる

ため「品質管理基礎講座」を年2回開催のうち1回

を二戸地域で開催します。昨年沿岸地域で開催した

「キャッシュフロー経営セミナー」と「リーダーシップ

研修」は今年度も継続して開催します。
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貸 与 期 間

利 率 無利子

貸 与 金 額 1企業50万円～4,000万円

保 証 人 設備貸与と同じ

担 保 譲渡担保

半年据置、7年以内

¥

　

育成支援
グループ
　おもに県内ものづくり企業（製造業）に
対し、受注安定化を図る取引支援事業や人
材育成事業で支援を行います。業種別では、
自動車関連産業の創出を図るための研修会
を行うほか、ソフトウェアプログラム開発・
半導体産業の関連企業に対する取引あっせ
んを重点的に実施します。
　　TEL.019-631-3822（取引）　　　
　　TEL.019-631-3823（自動車）　　
　　TEL.019-631-3824（アカデミー）

いわての企業を手堅く支援
平成19年度センター組織紹介
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新事業・研究開発
支援グループ
　中小企業戦略的総合支援事業、専門家派遣
事業など、県内中小企業の事業拡大をサポー
トします。起業家の育成事業や、技術振興、
産学官連携も担当します。
　　TEL.019-631-3825（新事業）　　　
　　TEL.019-631-3827（研究開発）

中小企業ものづくり人材育成事業

　団塊世代の大量退職を控え、技術・技能の伝承と

若手技術者の育成・確保が喫緊の課題となっているこ

とから、若手ものづくり人材を育成するためのプログラ

ムを開発・実証するための事業を県教育委員会と連

携して実施します。

　（その他の実施事業）
　・半導体関連産業創出推進事業
　・展示会商談会支援事業
　・若者と中小企業とのネットワーク構築事業

 情報提供事業

（１）各種刊行物の収集
　中小企業向け専門誌、定期刊行物及びVTR等を

収集し、閲覧、貸出しを行います。

（2）ＩT講習会の開催
　中小企業のIT化に資するため、企業からの求めに

応じてワード、エクセル及びビジネスブログ、ホームペー

ジ作成等の講習会を随時開催します。

 専門家派遣事業

　経営革新に関する相談及び専門的、かつ高度な分

野における相談について、専門家を派遣し、問題解決

を支援します。

 
 事業評価・情報調査事業

　中小企業等が取り組む新事業の事業化可能性につ

いて調査及び ITSA等を活用して評価を行うほか、販

路開拓等を支援することで事業化の促進を図ります。

お役立て
ください。
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 いわてビジネスグランプリ開催事業

　創業及び第二創業（経営革新）をめざす事業者の

ビジネスプランを練り上げ、発表する機会を設け、有

望なビジネスプランの事業化を促すための助成金を

交付します。

 

 起業家・後継者育成塾開催事業

　県北、沿岸地域の起業家、事業後継者を対象に基

本的戦略立案等の作成を目的として育成塾を5地区

で開催します。

 研究開発支援事業

　県内の産業振興に結びつく産学官の研究開発を支

援します。

（１）研究開発の委託事業
　大学、公設試、企業等の研究シーズを調査、発掘し、

事業化を目指した研究開発を委託して行います。

（２）技術開発支援事業
　次世代産業の候補となる可能性のある分野の研究

開発を総合的に支援します。

（３）研究開発基盤整理事業
　過年度実施したRSPなどの大型事業の事業化を

促進するため、コーディネーターが「事業化・橋渡し」

を効果的に行います。

いわての企業を手堅く支援
平成19年度センター組織紹介

-18年度いわてビジネスグランプリ-

 産学官連携機能強化促進事業

（１）産学官連携機能強化促進（プロモート）事業 
　岩手県知的所有権センター等と連携して、弁理士等

の適切な専門家を紹介し、特許分析、特許戦略策定、

事業化のための評価等により中小企業を支援します。

（２）地域中小企業知的財産権戦略支援
　   フォローアップ事業 
 知財戦略の活用を試みている企業に対し、知財専門

家を派遣して事業化を支援します。

（３）知的財産活用促進事業
　岩手県が進めている「研究開発および事業化関連

事業」に応募予定の企業に対して、先行技術の調査方

法の取得支援などで支援します。

 
 都市エリア産学官連携促進事業 （発展型）

　「いわて発」高付加価値コバルト合金の事業化推進

研究を管理法人として実施します。金属系生体材料が

適用される医療機器国内市場は拡大しており、国内医

療機器メーカーと連携を図り地域をあげた取り組みで事

業化を図ります。

 （その他の実施事業）
・いわてインキュベーションファンド事業
・産業クラスター形成事業
・産学官共同研究　文部科学省委託事業
・「いわて発」金属系生体材料事業化体制構築
　支援事業


